
（平成２２年10月20日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 9 件

国民年金関係 6 件

厚生年金関係 3 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 25 件

国民年金関係 11 件

厚生年金関係 14 件

年金記録確認兵庫地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



 
 

兵庫国民年金 事案 1871 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 55年４月から 56年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 26年生 

    住 所 ：  

   

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 55年４月から 56年３月まで 

結婚を機会にＡ市役所で国民年金の加入手続を行った。保険料額は覚えて

いないが、夫婦の保険料は、私が一緒に納付書で納付していた。夫婦一緒に

納付していたので、夫が納付済みとなっている期間について、私の分だけ未

納になっているのはおかしいと思う。納得できないので、調査の上、記録を

訂正してほしい。 

  

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、国民年金の加入手続を行って以降、申立期間を除いて、保険料を

すべて納付している上、婚姻後は申立人が一緒に保険料を納付していたとする

申立人の夫についても、婚姻後から 60 歳までの国民年金被保険者期間につい

て未納は無く、申立人の国民年金保険料の納付意識の高さがうかがえる。 

   また、国民年金手帳記号番号払出簿によると、申立人の同手帳記号番号は昭

和 56 年５月６日に払い出されており、前後の任意加入被保険者の資格取得日

から、申立人は、同年３月 12 日ごろに加入手続を行ったものと推認でき、こ

の時点で、申立期間は現年度納付が可能である。 

   さらに、申立人は、国民年金の加入手続の際、さかのぼって保険料を納付で

きる旨の案内を受けたとき、及び未納期間に対して後日納付書が送付されてき

たときには、必ず保険料を納付していたと主張しているところ、オンライン記

録によると、申立人は、申立期間の直前の昭和 54 年度の保険料について昭和

57 年２月に一括で過年度納付していることが確認できることから、申立期間

についても保険料をさかのぼって納付したと考えるのが自然である。 

   加えて、申立人は、夫婦二人分の保険料を一緒に納付していたとしていると

ころ、申立期間について、申立人の夫は納付済みである。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 



 
 

兵庫国民年金 事案 1872 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 51 年 10 月から 55 年８月までの国民年金付加保険料について

は、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

    住 所 ：  

   

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 51年 10月から 55年８月まで 

私は、育児に専念するため昭和 51年８月 31 日にＡ事業所を退職し、直ち

にＢ市役所へ行って国民年金の加入手続を行った。その際、付加年金の説明

を受けたので、付加保険料も納付する旨を伝えた。４年ほど経過した後、も

う定額の保険料納付だけでよいと考え、同市役所にその旨を申し出て付加年

金の支払いを停止した。この２回の市役所における手続をよく記憶している。

最近になって、この期間の付加納付が記録されていないことを知り、そんな

はずはないと強く思っている。詳しく調査して、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、Ｂ市役所で昭和 51 年 10月 29 日に国民年金に加入し、定額保険

料に加えて付加保険料納付の申出を行い、55年９月 20日にこれを辞退するま

で付加保険料を納付していたと主張しているところ、申立人が所持する年金手

帳の「国民年金の記録（1）」欄には、51 年 10 月から 61 年４月までの任意加

入被保険者資格の取得日及び同資格の喪失日が記載され、その下段に、

「51.10.29○附 」（○附 は朱印）及び「55.9.20 付加納付辞退」と記載されてい

ることが確認できることから、申立人は、同市役所において申立てどおりの手

続を行い、申立期間に付加保険料を納付すべき者であったことが確認できる。 

また、申立人は、申立期間においてＢ市役所から送付された納付書が黄色な

どの明るい色であり、暗い色ではなかったと記憶しているところ、同市による

と、申立期間当時、国民年金の定額保険料のみの納付の場合は青色の納付書を

送付していたのに対し、定額保険料に加えて付加保険料を納付する場合には黄



 
 

色の納付書を送付していたとしており、さらに、申立人は、付加保険料の額に

ついても１か月 400円程度であったと記憶していることから、申立人の記憶内

容は当時の付加保険料の納付状況と符合し、申立人は申立期間において、定額

保険料に加えて付加保険料を納付していたものと考えるのが自然である。 

加えて、申立人は、国民年金に加入した後の期間の保険料はすべて納付済み

及び免除期間であり、切替え手続を的確に行うなど、申立人の国民年金に関す

る意識の高さがうかがえる。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金付加保険料を納付していたものと認められる。 

 



 
 

兵庫国民年金 事案 1873 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 58年 10 月及び同年 11 月の国民年金保険

料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正する

ことが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11年生 

    住 所 ：  

   

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 46年９月から 49年５月まで 

             ② 昭和 56年５月から同年７月まで 

             ③ 昭和 58年 10月及び同年 11月 

私は、｢ねんきん特別便｣が届いたので、年金記録を照会したところ、申立

期間①、②及び③の納付記録が無いことが分かった。 

申立期間①については、父親に用意してもらった 100 万円で納付してい

る上、それ以降の申立期間②及び③を含む国民年金の加入手続及び納付につ

いては、適正に手続を行い保険料を納付しているにもかかわらず、納付記録

が無いことに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立人は、申立期間③については、国民年金の加入手続及び保険料納付を

適正に行っていたと主張しているところ、国民年金被保険者台帳によると、

申立人は昭和 56年８月 26日に国民年金の任意加入の手続を行い、国民年金

保険料の納付を開始しており、申立期間③前後の期間は納付済みであること

が確認できる。 

また、申立期間③は２か月と短期間である上、申立期間③当時、申立人に

は転居など生活状況に特段の変化も見られないことから、申立人が、国民年

金に任意加入しながら申立期間③の保険料を納付しないのは不自然である。 

２ 一方、申立期間①については、申立人は、父親に用意してもらった 100

万円で国民年金保険料を特例納付したと主張しているが、上記台帳によると、

申立期間①は未加入期間であり、制度上、特例納付ができない期間である。 

また、同台帳によると、申立人は昭和 55年６月 26日に夫婦共に第３回特



 
 

例納付を行い、その保険料額の合計は63万2,000円であることが確認でき、

申立期間①の期間を第３回特例納付として納付した場合の保険料額は、13

万 2,000 円（33 か月×4,000 円）となるところ、その合計額は 76 万 4,000

円となることから、｢100 万円支払った後の残りの金額は、ごくわずかだっ

た。｣としている申立人の主張と大きく相違している。 

さらに、申立人が所持している特例納付に係る領収書によると、申立期間

①直前の昭和 39年５月から 46年８月までの期間について、55年６月 26日

に特例納付していることが確認できるところ、仮に申立期間①について特例

納付を行う場合、特例納付済み後に引き続く当該期間について納付書を分け

て作成する合理的な理由も見当たらない。 

３ 申立期間②については、オンライン記録によると、申立期間②は未加入期

間と記録されていることが確認できるところ、Ａ市の年金記録照会によると、

申立人は昭和56年８月26日に国民年金の任意加入の手続を行っていること

が確認でき、国民年金被保険者台帳の記録と一致しており、行政側の事務処

理に不自然な点は見られないことから、申立人が申立期間②の国民年金保険

料を納付できたとは考え難い。 

４ さらに、申立人が申立期間①及び②の国民年金保険料を納付したことを示

す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間①及び②の国

民年金保険料を納付したことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和 58 年 10 月及び同年 11 月の国民年金保険料を納付していたものと認め

られる。 



 
 

兵庫国民年金 事案 1874 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 48年４月から 51年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 48年４月から 51年３月まで 

     私が、Ａ市Ｂ区Ｃ町に住んでいたころに、申立期間の保険料をまとめて

Ｄ銀行で納付した。納付した金額は 15万円ほどで、当時の私にとっては大

金であったが、この期間の保険料を払えば、年金記録がつながるという督

促状が届いて納付したことを鮮明に覚えている。夫に確認したところ、そ

の納付は事後承諾だったことを覚えており、当時、仕事の都合で私よりも

先にＥ国に赴任していた夫にこの納付については相談できなかったことか

ら、昭和 54年ごろに納付したと思われる。その保険料を納付したことを証

明できるものは処分してしまったが、調査の上、記録を訂正してほしい。 

 

 第３ 委員会の判断の理由 

 申立人は、申立期間に係る保険料をまとめて納付した時期について、Ａ市

Ｂ区Ｃ町に在住中で、かつ、申立人の夫の海外勤務のため昭和 54 年 12 月に

同住所からＥ国に移住する前の時期で、数か月前に赴任していたその夫の不

在期間中であったと記憶しているところ、当該時期は、第３回特例納付実施

期間（53年７月から 55年６月まで）と推認できる上、申立期間は記録上、強

制加入被保険者期間とされており、申立人は、申立期間の保険料を特例納付

することが可能であった。 

また、申立人がまとめて納付したと記憶する保険料額は、申立期間の保険

料を特例納付した場合の保険料額とおおむね一致する上、当時、保険料を納

付したとする金融機関は国庫金を収納しており、申立人の主張内容には信憑
ぴょう

性がうかがえる。 



 
 

さらに、申立人は、国民年金加入期間について、申立期間を除いて保険料

の未納期間が無い。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 

 



 
 

兵庫国民年金 事案 1875 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 36 年４月から 37 年 12月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36年４月から 37年 12 月まで 

    国民年金制度の開始前にＡ市役所の人が来て、私の家の近隣 10 軒ほどを

集めて国民年金の加入を勧奨していた。勧奨には数回来て、近隣の人は加入

しなかったが、保険料が 100円くらいならということで、私と母親の二人だ

けは加入した。また、私はＢ業見習いだったので社会保険に入っておらず、

両親の勧めもあって国民年金に加入したことを覚えている。加入手続は、母

親が隣組へ話を聞きに行き、その場で親子二人分の手続を行ったと聞いてい

る。加入後は、自宅まで男性の集金人が訪問し、私の分を含めて母親が保険

料を払ってくれていた。母親から、「国民年金保険料はすべて支払っている

から大丈夫だよ。」と言われていたので、制度開始時から保険料を納付して

いると思う。調査の上、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係るＡ市の国民年金被保険者名簿によると、申立期間直後の昭和

38 年１月から同年３月までの期間及び 43 年４月から同年９月までの期間は、

保険料の納付記録は無く、未納とされていることが確認できるが、同市から転

居後のＣ市の同名簿では、当該期間のいずれも保険料納付済みと記録されてい

る上、Ａ市の同名簿は、申立人の性別が本来女性であるのに対して、男性と誤

って記録されていることが確認できることから、同市の同被保険者名簿の記載

内容に不備があったことがうかがわれる。 

また、申立人の国民年金被保険者原票によると、申立人の氏名が「Ｄ（読み

名）」のところ、「Ｅ（読み名）」と誤って記載されており、当該事項が昭和

47 年以降に訂正されていると推認される上、性別についても、本来は女性で



 
 

あるのに対して男性と誤って記載されており、当該事項も 59 年以降に訂正さ

れていると推認されることから、申立期間当時、申立人は別の人物として扱わ

れていた可能性がある。 

さらに、申立人の国民年金手帳記号番号が払い出されたＦ社会保険事務所

（当時）の同手帳記号番号払出簿は、申立人の前後の任意加入被保険者の資格

取得日（昭和 36年４月）と同払出簿に記載されている払出日（38年３月）が

大きく乖離
か い り

しており、同払出簿の信頼性が疑われる上、同払出簿によれば、申

立人の同手帳記号番号は 37 年 12月 15 日に払い出されたとしているが、前後

の任意加入被保険者の資格取得日から、申立人の加入手続は 36 年４月１日か

ら 37 年２月５日までの間に行われたものと推認できることから、申立人は、

昭和 36 年度中に加入し、国民年金の制度開始時である同年４月から保険料を

納付していた可能性がある。 

加えて、申立人の国民年金の加入手続及び加入当初の国民年金保険料の納付

を行っていたとする申立人の母親は、国民年金制度が開始した昭和 36 年４月

から 60歳到達時まで未納期間が無く、すべて保険料を納付済みである。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 

 



 
 

兵庫国民年金 事案 1876 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 50 年 11 月及び同年 12 月の国民年金保険

料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正する

ことが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 21年生 

    住 所 ：  

   

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 42年５月から 50年 12 月まで 

昭和 42 年５月に厚生年金保険被保険者資格を喪失した後、既に一緒に生

活していた元夫の姉が私の国民年金の加入手続を行い、同居家族と一緒に保

険料を納付してくれていた。その後、Ａ市へ転居した際には、元夫が手続を

行い、保険料を納付してくれた。また、再びＢ市に転居した際には、元夫と

一緒に市役所へ行き手続を行ったが、保険料は元夫の姉が納付してくれたと

思う。申立期間に確かに保険料を納付していたはずなので、詳しく調査して

記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   国民年金被保険者原票及びオンライン記録によると、申立人は、昭和 50 年

11 月６日に初めて任意加入被保険者として資格を取得しており、このころに

国民年金に加入したものと推認できるところ、申立期間のうち、50年 11月及

び同年 12 月については、加入手続直後の期間であり、任意加入していながら

保険料を納付しないのは不自然である上、申立人の保険料を納付してくれてい

たとする元夫の姉は、49年３月 14日に任意加入して以降、当該期間を含めて

保険料を納付済みであることから、申立人の保険料についても、元夫の姉が一

緒に納付していたものと考えるのが自然である。 

   一方、申立期間のうち、昭和 42 年５月から 50 年 10月までの期間について

は、申立人が国民年金に任意加入する前の未加入期間であり、制度上、任意加

入被保険者はさかのぼって保険料を納付することができない上、当該期間に居

住していたとするＢ市及びＡ市において、申立人に対して別の国民年金手帳記

号番号が払い出された事情も見当たらないことから、申立人が当該期間の保険



 
 

料を納付していたとは考え難い。 

    また、申立人は、当該期間における国民年金の加入手続及び保険料納付につ

いて、同居家族であった元夫又はその姉が行ってくれていたとしており、申立

人は直接関与していないため、具体的な加入手続及び納付状況が不明である。 

さらに、当該期間に係る国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに当該期間の保険料を納付していたこ

とをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 
その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭

和 50 年 11 月及び同年 12 月の国民年金保険料を納付していたものと認められ

る。 

 

 



 

兵庫厚生年金 事案 2236 

 

第１ 委員会の結論 

事業主は、申立人が主張する昭和 20年４月１日に厚生年金保険被保険者資

格を申立人が取得した旨の届出を保険出張所（当時）に対し行ったことが認め

られることから、申立人の厚生年金保険被保険者資格の取得日に係る記録を訂

正することが必要である。 

なお、申立期間の標準報酬月額を、昭和 20年４月から 21年３月までは 130

円、同年４月は 390円とすることが妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和２年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： 昭和 20年４月１日から 21年５月１日まで 

私は、昭和 20 年３月にＡ学校（現在は、Ｂ学校）を卒業し、同年４月１

日から 23 年３月末に退職するまでの間、Ｃ社Ｄ工場で継続して勤務してい

たが、申立期間の厚生年金保険被保険者記録が欠落していることに納得でき

ない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、「昭和 20 年３月にＡ学校を卒業し、同年４月１日から 23 年３月

末に退職するまでの間、Ｅ学校（現在は、Ｆ大学）の夜間部に通学しながら、

Ｃ社Ｄ工場に継続して勤務していた。」と主張しているところ、申立人が記憶

する元同僚の証言により、申立人が申立期間に同工場に勤務していたことは推

認できる上、Ｂ学校及びＦ大学の回答は申立人の主張と一致しており、申立人

の供述内容は信ぴょう性が高いものと考えられる。 

ところで、Ｃ社Ｄ工場に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿によると、

昭和 20 年２月５日から 21 年１月 14 日までに厚生年金保険被保険者資格を取

得している者はいない上、申立人と同様に同年５月１日に同被保険者資格を取

得している者は 80 人確認できることから、当該事業所は、一定期間に入社し

た者をまとめて厚生年金保険に加入させる取扱いをしていたことがうかがえ

る。 

しかしながら、オンライン記録によると、上記 80人のうち、４人は昭和 20



 

年５月１日に、別の一人は同年８月１日にそれぞれ被保険者資格を取得してい

ることが確認でき、上記の被保険者名簿、オンライン記録及び厚生年金保険被

保険者台帳（以下「旧台帳」という。）において資格取得日に相違がみられる。

これらについては、当該事業所において、21 年５月１日に被保険者資格を取

得させようとしていた者の中に実際は 20 年中に入社していて同資格を取得さ

せていなかった者が５人判明し、その者については遡及
そきゅう

して同資格の取得日を

同年５月１日及び同年８月１日として届け出たものと考えられる。 

また、申立人も、昭和 20 年中に被保険者資格を取得させるべき対象者に含

まれており、当該事業所において上記の５人と同様に資格取得日を遡及して届

け出ていたものと考えられるが、申立人の旧台帳が確認できない。 

さらに、Ｃ社Ｄ工場に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿により、申立

期間に被保険者資格を有する複数の元従業員は、「自身が入社したと記憶する

時期と厚生年金保険の被保険者資格の取得日は一致している。」と証言してい

ることから、当該事業所では入社日を厚生年金保険の資格取得日として届け出

ていたものと考えられる。 

これらを総合的に判断すると、Ｃ社Ｄ工場に係る年金記録の管理は適切であ

ったとは認められず、申立人に係る年金記録についても事業主は、申立人が昭

和 20 年４月１日に厚生年金保険被保険者の資格を取得した旨の届出を保険出

張所に対し行ったものと認められる。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、申立人と同年代の男性従業員の

Ｃ社Ｄ工場における記録から、昭和 20年４月から 21年３月までは 130円、同

年４月は 390円とすることが妥当である。 

 



 

兵庫厚生年金 事案 2237 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たと認められることから、申立人のＡ社（適用事業所名はＢ事業所）における

資格喪失日に係る記録及びＣ社Ｄ工場における資格取得日に係る記録を昭和

38年５月 16日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を１万 6,000円とすること

が必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： 昭和 38年４月 16日から同年５月 20 日まで 

私は、昭和 37年３月１日にＡ社（後に、Ｃ社。現在は、Ｅ社）に入社し、

平成 16年３月 31日に退職するまでの間、継続して勤務していたが、申立期

間の厚生年金保険被保険者記録が１か月欠落していることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｅ社が発行した在籍証明書、Ｆ健康保険組合の記録及び雇用保険の被保険者

記録から判断すると、申立人はＡ社及びＣ社において継続して勤務し（Ａ社本

社からＣ社Ｄ工場へ異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていたことが認められる。 

なお、異動日については、申立人が所持する昭和 38 年分給与所得の源泉徴

収票の摘要欄に同年５月 16 日にＡ社本社から異動したことが確認できること

から、同日とすることが妥当である。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＢ事業所に係る昭和

38 年３月の社会保険事務所（当時）の記録により、１万 6,000 円とすること

が妥当である。 

なお、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履

行については、事業主は当時の資料が災害により焼失したため不明であるとし

ており、このほかに確認できる関連資料及び周辺事情は無いことから、明らか



 

でないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事務所に対し

行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いこと

から、行ったとは認められない。 

 



 

兵庫厚生年金 事案 2238 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たと認められることから、申立人のＡ社Ｂ支店における資格取得日に係る記録

を昭和 54年 12月 25日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 32万円とするこ

とが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： 昭和 54年 12月 25日から 55年１月１日まで 

私は、昭和 36 年４月１日にＡ社に入社し、平成 15 年２月 28 日に退職す

るまでの間、継続して勤務していたにもかかわらず、申立期間の厚生年金保

険被保険者記録が欠落していることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社が保管する社員名簿、申立人が所持する給与支給明細書及び雇用保険の

被保険者記録により、申立人は同社において継続して勤務し（昭和 54 年 12

月 25 日に同社Ｃ支店から同社Ｂ支店へ異動）、申立期間に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｂ支店に係る昭和

55 年１月の社会保険事務所（当時）の記録から、32 万円とすることが妥当で

ある。 

なお、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履

行については、事業主は、資格取得日を誤って届け出たとしており、その結果、

社会保険事務所は、申立人に係る昭和 54年 12月の厚生年金保険料について納

入の告知を行っておらず、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 



 

兵庫国民年金 事案 1877 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 54年６月から 60年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 34 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 54年６月から 60年３月まで 

私の母が、昭和 54年６月ごろ、Ａ町役場（現在は、Ｂ市）で私の国民年

金の加入手続を行い、毎月婦人会の集金人に父母、姉及び私の家族４人の

国民年金保険料を納付していたのに、未納とされていることに納得できな

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立人の母親が、昭和 54 年６月ごろに、Ａ町役場で申立人の国

民年金の加入手続を行ったとしているところ、申立人は、そのころに住民票を

Ｃ県Ｄ市に移していたとしていることから、住民登録の無いＡ町において、申

立人の母親が、申立人の国民年金の加入手続を行えたとは考え難い上、国民年

金手帳記号番号払出簿によると、申立人の国民年金手帳記号番号は、60 年７

月 26 日に払い出されたことが確認できるが、これ以前に同町で別の同手帳記

号番号が払い出されたことをうかがわせる事情は見当たらない。 

また、申立人は、申立人の母親が、父母、姉及び申立人の家族４人の国民年

金保険料を毎月婦人会の集金人に納付したとしているところ、国民年金手帳記

号番号払出簿によると、申立人の姉の国民年金手帳記号番号は、昭和 55 年７

月 14 日に婚姻後の氏名で払い出されていることが確認できる上、その姉の国

民年金被保険者台帳及びＢ市の国民年金被保険者名簿によると、同年７月１日

に 20 歳到達月である 51 年＊月から 53 年３月までの期間について、さかのぼ

って第３回特例納付を行っていることが確認できることから、申立人の主張と

相違する。 

さらに、申立人の国民年金手帳記号番号が払い出された昭和 60年７月 26日

の時点において、申立期間のうち大部分は時効により国民年金保険料を納付す



 

ることができない期間である上、申立期間について、申立人の家族が一緒に国

民年金に加入し、保険料を集金人に納付していたとしている隣家の証言者から

当時の納付状況を聴取したが、申立期間に係る国民年金保険料の納付を裏付け

る具体的な証言は得られなかった。 

加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付してい

たことをうかがわせる事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



 

兵庫国民年金 事案 1878 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 55 年４月から 57 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 32年生 

    住 所 ：  

   

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 55 年４月から 57年３月まで 

私は、父から「年金は、長期間支払っていた方が、60 歳を過ぎるとたく

さん受け取れるので、支払った方がいい。」と勧められ、昭和 55 年か 56

年の４月ごろに、父がＡ市役所で私の国民年金の加入手続を行った。定かで

はないが、２年分 24枚の納付書が郵送されてきたので、私が、56年ごろか

ら、55 年４月以降の保険料を毎月１万円ぐらいずつ郵便局や銀行で納付し

ていたのに、未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

国民年金手帳記号番号払出簿によると、申立人の国民年金手帳記号番号は、

昭和 59年５月 25日に払い出されたことが確認でき、それ以前に別の同手帳記

号番号が払い出されたことをうかがわせる事情は見当たらない。 

また、Ａ市国民年金被保険者カード及び国民年金被保険者台帳によると、申

立人は、申立期間直後の昭和 57年４月から 59年３月までの期間（24か月）の

国民年金保険料について、同年４月 25 日に納付を開始して以降、過年度納付

を行っていることが確認できるところ、申立人は、国民年金の加入手続を行っ

た後に、定かではないが、２年分の 24 枚の納付書が郵送され、一月分ずつ過

年度納付を行った以外に過年度納付を行っていないとしていることから、申立

人の主張する過年度納付を行った期間は、当該期間であったことが推認される。 

さらに、上記カードによると、申立人は、昭和 59年４月 12日に国民年金の

加入手続を行ったことが確認できることから、当該時点において、申立期間の

うち 55 年４月から 56 年 12 月までの期間は、時効により納付することができ

なかったものと推認される上、申立期間については、未納と記録されているこ

とが確認でき、オンライン記録と一致している。 



 

加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付してい

たことをうかがわせる事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 

 



 

兵庫国民年金 事案 1879 
 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成２年７月及び同年８月の国民年金保険料については、納付して

いたものと認めることはできない。 
 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 26年生 

    住 所 ：  
 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成２年７月及び同年８月 

    私は、平成２年９月１日にＡ社に入社した。その後、自宅へＢ社会保険事

務所（当時）から電話があり、「２か月分の国民年金保険料の未納があるの

で支払って下さい。」と言われた。母によると、非常に生活が苦しい時期だ

ったが、生活費を工面して現金書留で定額保険料と付加保険料を併せて２か

月分の保険料を送付してくれたと言っている。確かに払っているはずなので、

調査をして記録を訂正してほしい。 
 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｃ市が保管する申立人の国民年金被保険者名簿によると、申立期間及び平成

８年３月１日以降の被保険者資格の取得日及び喪失日について、同年５月 15

日に届出していることが確認でき、また、国民年金手帳記号番号払出簿による

と、申立人の同手帳記号番号は同月 28 日に払い出されていることが確認でき

ることから、申立人はこのころ国民年金の加入手続を行ったものと推認でき、

当該時点で申立期間は時効により保険料を納付できない期間となる上、当該時

点より前の期間に申立人に対する別の同手帳記号番号の払出しは確認できな

い。 

さらに、申立人によると、申立期間である２か月分の納付金額は、２万 7,400

円（〔定額保険料１万 3,300 円＋付加保険料 400 円〕×２か月）であったとし

ているが、当該期間の保険料額は１万 7,600 円（〔定額保険料 8,400 円＋付加

保険料 400円〕×２か月）であり、金額が乖離
か い り

している。 

加えて、申立人は、平成２年にＡ社に入社して以後、自宅へＢ社会保険事務

所から２か月分の未納保険料の納付を促す電話があり、申立人の母親が現金書

留で保険料を納付していたと主張しているが、前述のとおり、８年５月まで国



 

民年金の被保険者として認識されていない申立人に対し、それ以前に同社会保

険事務所から申立人に対し連絡することは考え難い上、申立人の母親によると、

同社会保険事務所から連絡があった際には、保険料の未納額を聞いたのみであ

り、納付書は無く、現金のみを現金書留で送付して領収書は受領しなかったと

主張しているところ、Ｃ年金事務所によると、国民年金被保険者から現金書留

で保険料が送付されてきた場合、過年度納付書と一緒に必要な保険料額が同封

されている場合には、領収書を返送していたとしているが、納付書が同封され

ること無く、現金のみの場合等には、送付者に連絡して返送していたものと推

測されると回答しており、申立内容と一致しない。 

このほか、申立人は納付に直接関与していない上、申立人の母親が、申立期

間に係る国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申

告書等）は無く、ほかに当該期間の保険料を納付されていたことをうかがわせ

る周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



 

兵庫国民年金 事案 1880 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成４年 11月、６年７月から同年９月までの期間及び７年 10月か

ら８年４月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認

めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 46年生 

    住 所 ：  

   

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成４年 11月 

             ② 平成６年７月から同年９月まで 

             ③ 平成７年 10月から８年４月まで 

私の国民年金の加入手続は、私が 20 歳になった時、母親がＡ市Ｂ区役所

で行ってくれた。会社を辞めた時に国民年金の加入手続を行い、納付書が送

られてきて、手元に現金がある時には自分で保険料を納付していたが、無い

時は母親に納付してもらうことや、お金を借りてまとめて納めることもあっ

た。保険料を納付した際には領収書を受け取っていたが、災害や引越しもあ

り、残しておらず、証明するものは無い。 

申立期間①については、会社を退職後に国民年金に加入したが、月ごとに

は保険料は納付しておらず、年度が替わってから納付書が届き、まとめて郵

便局で支払った覚えがある。 

また、申立期間②については、会社を退職後、国民年金の加入手続を行い、

保険料の納付は年度が替わってから納付書が来て、郵便局で納付したと思う。 

さらに、申立期間③については、会社を退職後、Ａ市Ｂ区役所で国民年金

の加入手続を行い、毎月、郵便局で保険料を納付していた。 

これらの保険料の納付場所は、申立期間①及び②のころはＣ郵便局で、申

立期間③のころはＤ郵便局であったと記憶している。 

申立期間①、②及び③について、調査の上、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①については、オンライン記録によると、平成５年４月分からは現

年度納付していることが確認できる上、申立期間直後の４年 12 月から５年３



 

月までの期間について、保険料の収納年月日はすべて７年１月９日であること

が確認できることから、申立人は、申立期間を含む平成４年度の未納期間につ

いて、収納年月日である平成７年１月９日にまとめて納付しようとしたものの、

その時点で、申立期間①は時効により保険料を納付できなかったものと考える

のが自然である。 

申立期間②及び③については、オンライン記録の被保険者資格の変更履歴に

よると、申立人は、平成 10年４月 22日の変更補正により当該期間を国民年金

被保険者期間として調製されたことが確認できる上、９年７月から同年９月ま

で（当初は同年 10 月も納付されていたが、後に厚生年金保険被保険者期間と

され、還付されている。）の納付記録が現年度納付であることが確認できるこ

とから、当該保険料は 10 年４月までに納付されたものと推測できる。このた

め、申立人の国民年金の再加入手続は同年３月又は同年４月ごろ（日本年金機

構では、補正の時期から事務作業を考慮して申請手続があったのは同年３月ご

ろと推測している。）に行ったものと推認でき、当該時点では、申立期間②及

び③のうち、８年１月以前の期間は、時効により保険料を納付できない期間と

なる。 

また、申立期間②については、Ａ市の国民年金収滞納一覧表によると、平成

６年４月から同年６月までの期間は、口座振替による保険料納付が確認できる

のに対して、申立期間である同年７月以降の期間については、資格喪失のため

保険料が賦課されていない記録が確認できる。 

さらに、申立期間③のうち、平成８年２月から同年４月までの期間について

は、上記の事情のとおり、申立人は、基礎年金番号が導入された９年１月以降

の 10 年３月又は同年４月ごろに国民年金の再加入手続を行ったものと推認で

き、保険料の収納事務が電算処理により行われていたことから、当時における

記録管理の信頼性は高いものと考えられる上、当該期間直後の８年５月及び同

年６月分の保険料について、再加入手続以降に過年度納付されていることが確

認できることから、当該期間は、この過年度納付を行った時点で時効により保

険料を納付できなかったものと考えるのが自然である。 

このほか、申立期間に係る国民年金保険料を納付していたことを示す関連資

料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに当該期間の保険料を納付されてい

たことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 

 



 

兵庫国民年金 事案 1881 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成６年 12 月から８年７月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 40年生 

    住 所 ：  

   

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成６年 12月から８年７月まで 

私は、平成６年 12 月に会社を退職し、その後、住所はＡ市のまま、再就

職する８年７月ごろまで、Ｂ市の実家近くにある父の経営する事業を手伝っ

ていた。その約２年間は国民年金保険料を納付していたと記憶しており、納

付については、Ａ市の住所に送付された納付書でコンビニエンスストア等で

支払っていたが、その時は、収入が安定していない中で「結構きついな」と

思った印象が強く残っている。納付したはずの期間の記録が無いことに納得

できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の国民年金保険料を納付したと主張しているが、オンラ

イン記録によると、申立人の基礎年金番号は、平成９年１月当時に加入中であ

った厚生年金保険被保険者の記号番号で付番されていることが確認でき、申立

期間は未加入期間と記録されている上、申立期間当時、国民年金の加入手続を

行った状況がうかがえないことから、申立期間の保険料を納付できたとは考え

難い。 

また、申立人は、申立期間の国民年金保険料を、コンビニエンスストア又は

郵便局で納付したと主張しているところ、申立期間当時、国民年金保険料はコ

ンビニエンスストアで納付することができなかったことから、申立人の主張と

相違する。 

さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連

資料（家計簿、預金通帳等）は無く、ほかに申立期間の国民年金保険料を納付

していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



 

兵庫国民年金 事案 1882 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 46年４月から 59年６月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 26年生 

    住 所 ：  

   

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 46年４月から 59年６月まで 

私は、昭和 48 年から平成４年まで自営業を営んでおり、確定申告を行っ

ていた。災害の後に年金手帳を紛失してしまい、これまでに同手帳が３冊交

付されたものの、古い２冊は残っていない。申立期間については、Ａ市Ｂ区、

同市Ｃ区及び同市Ｄ区と転居しているが、この間、厚生年金保険に加入して

いなかったため、国民年金保険料を納めていた。自宅に納付書が送付されて

金融機関で納付していたと思う。定期的に保険料を納付していたのに、記録

では未納となっている。よく調べて記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

国民年金手帳記号番号払出簿によると、申立人の同手帳記号番号は、前後の

任意加入被保険者の資格取得日から、昭和 56 年７月に払い出されたものと推

認でき、Ａ市の国民年金収滞納一覧表の記録においても、申立人は同年７月ご

ろに初めて強制被保険者として加入手続を行ったものと推認できることから、

申立期間のうち、54 年３月以前の期間については、時効により保険料を納付

できない期間となる。 

また、申立人は、Ａ市Ｂ区及び同市Ｃ区在住時においても、国民年金保険料

を納付していたと主張しているが、同市の国民年金被保険者名簿によると、申

立人に係る最初の住所欄として、「Ａ市Ｄ区Ｅ町」の記載が確認でき、申立人

の戸籍の附票から、当該住所に居住していたのが昭和 54 年７月から 56 年 11

月までであることが確認できることから、この間に、初めて国民年金に係る手

続を行ったものと考えられる上、同名簿において、各種変更手続に係る日付、

記号等はすべて同年７月以降の記載のみが確認できることから、上記の国民年

金手帳記号番号の払出し時期とも一致し、申立人は、同時期以前の期間につい



 

て被保険者として取り扱われていなかったものと推認できる。 

さらに、Ａ市の国民年金収滞納一覧表では、申立人に関する昭和 55 年度以

前の記録が無いことが確認できることから、申立期間のうち、昭和 56 年３月

以前については納付書が発行されていないと考えられ、保険料を納付すること

ができない期間となる上、56年度以降の同一覧表によると、申立期間のうち、

56年４月から 59年６月までの期間については、申立人に対して納付書が発行

されていたものの、保険料の納付記録を確認することはできない。 

加えて、申立期間は 159か月と長期にわたっている上、申立人は国民年金の

加入手続、婚姻時の変更手続及び複数回にわたる転居に係る変更手続等に関し

ての記憶が曖昧
あいまい

である。 

このほか、申立期間に係る上記とは別の国民年金手帳記号番号が申立人に対

して払い出されたことをうかがわせる事情は見当たらない上、申立人が申立期

間に係る国民年金保険料を納付したことを示す関連資料（家計簿、確定申告書

等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付したことをうかがわせる周辺事情

も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



 

兵庫国民年金 事案 1883 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 40年４月から 41年３月までの期間、42年１月から 44年３月

までの期間、46年１月から同年３月までの期間、47年４月から 48年３月まで

の期間及び同年７月から 50 年３月までの期間の国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 19年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 40年４月から 41年３月まで 

             ② 昭和 42年１月から 44年３月まで 

             ③ 昭和 46年１月から同年３月まで 

             ④ 昭和 47年４月から 48年３月まで 

             ⑤ 昭和 48年７月から 50年３月まで 

私が昭和 40 年４月に退職し実家に戻った際、父がＡ市Ｂ支所で、私の国

民年金の加入手続を行ってくれた。国民年金に加入した後は、父が市の集金

人に保険料を納めてくれていた。41 年にＣ市に移った後は、自宅に来た集

金人や役所の窓口などで夫婦二人分の保険料を納めていた。 

年金記録を確認したところ、Ａ市での国民年金加入記録がなく、Ｃ市で納

付した期間についても未納とされている期間が多数あったので、第三者委員

会に申し立てた。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①については、申立人は、昭和 40 年４月にＤ市の会社を退職し

てＡ市の実家に戻った際、申立人の父親が同市役所Ｂ支所で国民年金の加入

手続を行い、Ｃ市に転居するまでは、その父親がＡ市の集金人に申立人の国

民年金保険料を納めてくれていたとしているところ、国民年金手帳記号番号

払出簿によると、申立人の国民年金手帳記号番号は 41 年６月３日にＦ社会

保険事務所（当時）で払い出されていることが確認できるが、申立期間当時、

申立人に別の同手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情

は見当たらない。 



 

２ 申立期間①から⑤までについては、申立人は、国民年金と国民健康保険の

保険料を同じ集金人に納めており、自宅で集金人に保険料を収めた際は領収

書を受け取っていたが、保険料の納付が遅れた時は市役所の窓口で印紙検認

方式により保険料を納めていたと主張しているところ、Ｃ市によると、国民

健康保険料の徴収は、昭和 44 年度までは徴収員による現金徴収で行われ、

昭和 45 年４月から国民年金と国民健康保険の保険料徴収一元化が実施され

たとしている上、国民年金保険料の納付方法は、昭和 44 年度まで国民年金

手帳を使用する印紙検認印方式で行われ、45 年度以降は納付書方式となっ

たとしており、申立期間の多くは申立人の主張する納付方法と相違する。 

また、申立人は申立期間に係る国民年金保険料を集金人に納付した際、領

収書を受け取ったとしているところ、申立人が所持している申立期間に係る

納付書等は過年度保険料の納付用のものであり、Ｃ市によると、過年度保険

料を集金人が徴収することは無かったとしている上、申立人が所持している

納付書・領収証書、領収書控及び領収済通知書のいずれにも領収印が無く、

これらによって、申立期間の国民年金保険料の納付があったものとは考え難

い。 

さらに、オンライン記録、国民年金被保険者台帳並びにＣ市が保管する被

保険者名簿及び国民年金収滞納一覧表のいずれからも、申立期間に係る保険

料の納付がうかがえない上、申立人の夫についても申立期間は未納期間であ

る。 

３ 申立期間は５か所と複数期間であり、いずれの行政機関においても、同一

人に対して５回も納付記録が欠落するとは考え難い上、申立人が、申立期間

の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書

等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周

辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 

 



 

兵庫国民年金 事案 1884 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 46年１月から 54年９月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 26年生 

    住 所 ：  

   

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 46年１月から 54年９月まで 

私は、昭和 54 年ごろにＡ業及びＢ業の修業を終え、Ｃ地方に帰ってきた

が、その時まで、年金のことは全く知らなかった。同年 10 月ごろ、私は、

Ｄ町役場（現在は、Ｅ市）から、「年金保険料が未納となっているので、こ

のままだと将来、年金を受け取ることができない。」との連絡を受け、同役

場から言われた保険料額 22万円から 23万円を父親から借りて、同町役場で

加入手続と同時にさかのぼって保険料を納付した。ねんきん特別便が自宅に

届き、加入時にまとめて納付した期間の保険料が未納となっていることに大

変驚いた。しっかり調査して、私の年金記録を訂正してほしい。 

  

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 54 年ごろにＤ町役場で国民年金の加入手続を行い、申立期

間の保険料 22万円から 23万円をまとめて納付したと主張しているところ、国

民年金手帳記号番号払出簿によると、申立人の同手帳記号番号は同年８月に払

い出されていることが確認でき、このころに加入したものと推認できることか

ら、当該期間の保険料を現年度納付、過年度納付及び第３回特例納付（実施時

期は 53年７月から 55年６月まで）により納付することが可能であったが、申

立人の国民年金被保険者原票及びＥ市が保管する国民年金被保険者名簿によ

ると、申立人が当該期間の保険料を納付した記録は無く、同原票及び同名簿の

記載内容に不自然な点は見られない上、当該期間の保険料をさかのぼって納付

した場合に必要となる保険料額は 37 万 8,960 円であり、申立人の記憶する金

額と乖離
か い り

することから、申立人が当該期間の保険料を納付したとは考え難い。 

   また、申立人に対して、申立期間に係る別の国民年金手帳記号番号が払い出

された事情は見当たらない上、申立人が申立期間に係る国民年金保険料を納付



 

していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期

間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

      これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



 

兵庫国民年金 事案 1885 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 43 年 10 月から 49 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 43年 10月から 49年３月まで 

私は昭和 43年 10月に結婚し、Ａ市に住まいを構えた。妻は結婚前から国

民年金に加入して保険料を納付していたので、私も国民年金に加入すること

にした。結婚後の 43 年 11月ごろ、市役所の窓口で国民健康保険と国民年金

の加入手続を行った。 

年金記録を確認したところ、昭和 49 年４月以降は納付済期間とされてい

たが、結婚後の 43 年 10月以降が国民年金保険料を納付しているのに、未納

とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 43 年 10 月の婚姻を契機に、同年 11 月ごろにＡ市役所で国

民年金の加入手続を行い、集金人に保険料を納付したと主張しているところ、

国民年金手帳記号番号払出簿によると、申立人の国民年金手帳記号番号は 49

年９月 27日に払い出されていることが確認でき、申立人の主張と相違する上、

それ以前に別の同手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせる事情は見

当たらないことから、申立人が申立期間の国民年金保険料を集金人に現年度納

付していたとは考え難い。 

また、申立人が所持する国民年金手帳は、昭和 49 年 11 月 26 日に発行され

ていることが確認できる上、Ａ市の昭和 49 年度の国民年金収滞納一覧表によ

ると、異動区分の欄に新規強制加入したことを示す「11」と表記されているこ

とが確認できることから、同年度に新規に国民年金の加入手続が行われたもの

と推認できるところ、この加入手続が行われた時点において、申立期間のうち

大部分は時効により国民年金保険料を納付することができない。 

さらに、上記払出しの状況から、申立期間の一部については過年度納付が可



 

能であるが、申立人は国民年金保険料を集金人に納付したと主張しているとこ

ろ、Ａ市によると、同市の集金人は過年度保険料を徴収することは無かったと

している。 

加えて、申立人が、申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付して

いたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 

 



 

兵庫国民年金 事案 1886 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 46年４月から 50年２月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 46年４月から 50年２月まで 

    私は、65歳になった平成 17年に国民年金の記録を照会したところ、年金

記録がおかしいことが分かった。 

    当時は、証拠資料が無かったのであきらめたが、国民年金の加入手続及び

保険料納付は、昭和 46年度から私が夫の分も含めて夫婦一緒に行っており、

加入手続及び保険料納付を行った私自身が未納とされていることに納得が

できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 46 年に夫婦一緒に国民年金の加入手続を行ったとしている

ところ、国民年金手帳記号番号払出簿によると、申立人の国民年金手帳記号番

号は、申立人の夫より５年程遅れて 51 年３月ごろに払い出されていることが

確認できることから、申立人が主張する加入手続の時期と相違する上、それ以

前に、申立人に対して別の同手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせる

事情は見当たらない。 

また、申立人は、申立期間の国民年金保険料を夫婦一緒に納付したとしてい

るが、上記国民年金手帳記号番号の払出しの時点において、申立期間のうち昭

和 48年 12月以前の国民年金保険料は時効により納付できない上、Ａ市の国民

年金被保険者名簿によると、申立期間は未納となっていることが確認でき、国

民年金被保険者台帳の記録と一致する。 

さらに、申立人は、申立期間の国民年金保険料の納付に関する具体的な記憶

は無い上、申立人が申立期間の保険料を納付したことを示す関連資料(家計簿、

確定申告書等)は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたことをうかが

わせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



 

兵庫国民年金 事案 1887 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 36年４月から 44年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 14年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36年４月から 44年３月まで 

    私は、昭和 37 年ごろにＡ市の事業所で住み込みで働いていたが、その事

業所に来た国民年金の集金人に加入することを勧められ、社長夫婦にも勧め

られたので、その必要性を感じ国民年金に加入した。最初は 36 年４月まで

さかのぼって未納分を 1,000円ぐらい納め、その後は同じ集金人に保険料を

納めるようになったが、44 年に自宅を持ち転居して以降は別の集金人に保

険料を納めていた。 

    ねんきん特別便で記録を確認したところ、昭和 36年４月から 44年３月ま

での期間が未納とされていることが分かった。当時の領収書といった証拠と

なるものは無いが、私は、当時から国民年金保険料は納付しないといけない

という意識があって保険料を納付していたのに、未納とされていることに納

得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 37年ごろに国民年金の加入手続を行い、36年４月にさかの

ぼり 1,000円ぐらいの国民年金保険料を納付し、その後は、集金人に保険料を

納付したと主張しているが、国民年金手帳記号番号払出簿によると、申立人の

国民年金手帳記号番号は 44 年３月から同年７月ごろの間に払い出されたもの

と推認でき、申立人の主張する時期と相違する上、それ以前に上記とは別の同

手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせる事情は見当たらない。 

また、Ａ市の国民年金被保険者名簿によると、申立期間は未納であることが

確認できる上、国民年金被保険者台帳の記録と一致する。 

さらに、申立人は、昭和 37 年ごろに、住み込みで勤務していた事業所の事

業主夫婦に国民年金に加入するよう勧められたと主張しているが、オンライン



 

記録によると、同事業主夫婦は 37 年当時、国民年金保険料を納付していない

ことが確認できる上、既に死亡していることから、当時の状況が確認できない。 

加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたこ

とをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



 

兵庫厚生年金 事案 2239 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 52年生 

    住 所 ：  

 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成９年８月１日から同年 10月１日まで 

私は、私の兄が勤務していたＡ社の社長の紹介で、平成９年８月にＢ社に

正社員として就職し、同社のＣ店及びＤ店で勤務した。給与は銀行振込で、

給与明細書には、各種保険料控除の記載があったことを記憶しているが、同

社に係る厚生年金保険の加入記録が無いことに納得できない。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社は、「申立人が一緒に入社したと記憶している元同僚の入社日は、平成

９年８月 25 日である。」と回答していること、及び同社から提供を受けた申

立人に係る賃金台帳に「Ｈ９．11．９退職」と記載されていることから、申立

人が、同年８月 25日から同年 11月９日までの間、同社に在籍していたことは

推認できる。 

しかし、申立人に係る賃金台帳によると、Ｂ社は、申立人の給与から厚生年

金保険料を控除していないことが確認できる。 

また、Ｂ社は、「当社は、試用期間（臨時雇用）３か月を経過した後に正社

員として採用している。社会保険に加入するのは、正社員となってからである

ので、入社と同時には社会保険には加入させていない。」と回答している。 

さらに、Ｂ社の従業員３人（うち、元従業員２人を含む。）に聴取したとこ

ろ、３人全員が、「試用期間があった。」と回答している上、３人のうち１人

は、「試用期間中は、厚生年金保険料は控除されていなかったと思う。」と回

答している。 

このほか、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを示す関連資料及び周辺事情は見当たらない。 



 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 



 

兵庫厚生年金 事案 2240 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 29年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 47年８月１日から 49年８月 12日まで 

私は、昭和 47 年８月から、Ａ社でＢ業務等に従事していたが、出産のた

め 49年８月に同社を退職した。 

退職する際、人事の担当者から｢今後、働く意思があるなら脱退手当金を

受給せず、このままにしておく方が良い。｣とアドバイスされ、当時、私は、

育児が落ち着いたら再び働こうと思っていたので、脱退手当金を受給しなか

った。 

ところが、社会保険事務所（当時）で確認したところ、脱退手当金が支給

された記録となっていたので、納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る脱退手当金裁定請求書に申立人の署名・押印があり、脱退手

当金の請求が行われたことが確認できる。 

また、申立期間に係る脱退手当金裁定伺には「小切手交付済 49.10.12」の

押印がある上、申立人の当時の住所地の最寄りの金融機関で現金を受領した旨

の記載が確認できる。 

さらに、申立期間の脱退手当金は、当該期間に係る厚生年金保険資格喪失日

から約２か月後の昭和 49 年 10月 12 日に支給決定されている上、支給額に計

算上の誤りは無いなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期

間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



 

兵庫厚生年金 事案 2241 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和４年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： 昭和 37年１月８日から 40年 12月 31 日まで 

私は、昭和 37年１月ごろから 41年８月ごろまでの間、Ａ社（現在は、Ｂ

社）のＣ職として勤務したが、正職員として勤務していたと認識している

37 年１月から 40 年 12 月までの期間に係る厚生年金保険の加入記録が無い

とされており納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、「申立期間において、Ａ社に勤務していた。」と主張していると

ころ、申立人が所持する写真及び申立人が記憶する元同僚の証言により、申立

人が同社に勤務していたことは推認できる。 

しかしながら、Ｂ社は、「申立期間当時の資料が残っていないため当時の状

況は不明である。」と回答しており、申立人の厚生年金保険の加入状況につい

て確認することができない。 

また、Ｂ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿により、申立期間に被

保険者資格を有する元従業員 34 人を把握し、聞き取りを行ったところ、その

うちの 12 人からは、「申立人と同様にＡ社に勤務していた。」旨の証言が得

られ、そのうちの二人からは、「申立人を記憶している。」旨の証言は得られ

たものの、「勤務期間は分からない。」と証言している上、残る 10人は、「申

立人を記憶していない。」と証言している。 

さらに、申立人がＤ職として記憶する元同僚は、「申立人がＡ社に２年ぐら

い勤務していたことは記憶しているが、具体的な勤務期間は覚えていない。た

だ、申立人は、パート勤務であったと思う。パート勤務であれば、厚生年金保

険に加入させていなかったと思う。」と証言している。 

加えて、上記の被保険者名簿によると、申立期間に被保険者資格を取得して



 

いる者の中に申立人の氏名は確認できない上、健康保険の番号に欠番は無い。 

このほか、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを示す関連資料は無く、ほかに申立期間に係る厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたことをうかがわせる周辺事情も

見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 



 

兵庫厚生年金 事案 2242 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和８年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 27年４月１日から 33年６月１日まで 

年金問題がマスコミで取り上げられていたので、自分の年金記録を照会し

たところ、Ａ社Ｂ店で勤務していた期間について脱退手当金を受給している

ことになっていた。 

しかし、私は、当時、脱退手当金の制度を知らず、会社からの説明も無く、

脱退手当金について、請求手続を行ったことや受給した記憶も無いので調査

してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社Ｂ店に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿によると、申立期間当時

（昭和 31年６月から 35年６月までの期間）に厚生年金保険被保険者資格を喪

失し、かつ脱退手当金の受給資格があった女性従業員 26人（申立人を除く。）

のうち 17人に脱退手当金を受給した記録がある上、17人全員が厚生年金保険

被保険者資格喪失日から９か月以内（うち 11 人は３か月以内）に脱退手当金

を受給していることが確認できる。 

また、元同僚の一人は、「退職時に人事課から脱退手当金についての説明を

受け、受給することを希望した。受給手続についての記憶は無いが、後日、社

会保険事務所（当時）から送られてきた定額小為替を郵便局に持って行った。」

と証言している。 

以上のことを踏まえると、Ａ社Ｂ店では、退職者に係る脱退手当金について

代理請求を行っていた可能性が高いものと考えられる。 

さらに、申立期間の脱退手当金は、支給額に計算上の誤りは無く、当該期間

に係る厚生年金保険被保険者資格喪失日から約３か月後の昭和 33 年８月 25

日に支給決定されているなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

このほか、受給した記憶が無いという申立人の主張以外に、申立人が脱退手

当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期

間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



 

兵庫厚生年金 事案 2243 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 40年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 63年４月１日から平成３年３月 31日まで 

    私は、昭和 63 年４月にＡ社（社名変更後は、Ｂ社）に入社したが、同社

の雇用条件と給与明細書により、厚生年金保険に加入していたことを確認し

ている。 

 その後、Ａ社は、Ｂ社とＣ社を派生し、私は、これら３社の業務に携わっ

た。 

    それにもかかわらず、厚生年金保険被保険者記録が無いのは、社名の変更

や子会社を派生したことが一因ではないかと思う。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社及びＢ社の元代表取締役の証言から、正確な時期は不明であるものの、

申立人が、申立期間当時、同社で勤務していたことが推認できる。 

しかし、オンライン記録によると、Ａ社及びＢ社が厚生年金保険の適用事業

所であったことは確認できず、類似する名称の事業所やＣ社についても適用事

業所であったことは確認できない。 

また、上記の元代表取締役は、「厚生年金保険の適用事業所になっていなか

ったため、申立人については、厚生年金保険被保険者資格取得手続を行ってお

らず、給与から厚生年金保険料を控除していない。」と回答している。 

さらに、オンライン記録によると、Ａ社及びＢ社における上記の元代表取締

役に係る厚生年金保険被保険者記録は見当たらない上、申立人が提出した当時

の折込広告に掲載されている元同僚の氏名に係る厚生年金保険加入記録も見

当たらない。 

このほか、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことをうかがわせる関連資料は無く、ほかに申立人の給与から



 

厚生年金保険料が控除されていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらな

い。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 



 

兵庫厚生年金 事案 2244 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和８年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： ① 昭和 24年４月２日から 26年９月１日まで 

         ② 昭和 31年５月 21日から 33年 12月 20日まで 

         ③ 昭和 33年 12月 21 日から 35年４月５日まで 

私は、昭和 24 年４月２日から 26 年９月１日までの間はＡ社に、31 年５

月 21 日から 33 年 12 月 20 日までの間はＢ社に、同年 12 月 21 日から 35 年

４月５日までの間はＣ事業所に勤務していたが、私の年金記録によると、そ

の間の厚生年金保険被保険者期間について同年６月 24 日に脱退手当金が支

給されたとされており、納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間の脱退手当金については支給額に計算上の誤りは無く、申立人に係

る厚生年金保険被保険者台帳（旧台帳）には、脱退手当金の算定のために必要

となる標準報酬月額等を厚生省（当時）からＤ社会保険出張所（当時）へ回答

していたことが記録されているほか、厚生年金保険脱退手当金支給報告書にお

いても、昭和 35 年６月２日付けで脱退手当金の裁定請求が行われ、同月 24

日付けで支給決定が行われていることが確認できるなど、一連の事務処理に不

自然さはうかがえない。 

また、Ｃ事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿によると、同事業

所において、申立人が退職した時期と同時期の昭和 34年から 36年までの間に

厚生年金保険被保険者資格を喪失した女性の従業員で脱退手当金の受給資格

を有していた者は申立人を含め 46人いるが、そのうち申立人を含む 24人が同

事業所を退職後に脱退手当金を受給した記録となっている上、さらに、そのう

ち 16 人が厚生年金保険被保険者資格喪失日から半年以内に脱退手当金の支給

決定がなされていることが確認できることから、事業主による代理請求が行わ



 

れていた可能性が高いものと考えられる。 

加えて、申立人は、通算年金制度創設前に退職しており、昭和 39年３月 27

日から国民年金の強制被保険者となり、同年４月以降の期間に係る国民年金保

険料を納付するまでの間は、いずれの年金制度にも加入していない。 

このほか、申立人から聴取しても、受給した記憶が無いというほかに脱退手

当金を受給していないことをうかがわせる周辺事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期

間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 



 

兵庫厚生年金 事案 2245 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男  

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和５年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 21年１月 15日から 22年７月 15日まで 

             ② 昭和 24年９月 20日から 28年 11月１日まで 

昭和 21年１月から 32年３月まで、Ａ事業所でＢ職として途中退職するこ

となく継続して勤務していたので、厚生年金保険被保険者期間として認めて

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、「Ｃ社を退職した昭和 21年１月からＡ事業所でＢ職として継続し

て勤務した。」と主張しているところ、申立人が保管する「Ｂ職現状届書」（昭

和 55年 12月 31日現在）によると、申立人の同事業所における在職期間は 23

年 10 月１日から 32 年３月 25 日と記載されている上、申立人に係る厚生年金

保険被保険者台帳（以下「旧台帳」という。）によると、申立期間①及び②の

間である 22 年７月 15 日から 24 年９月 20 日までの期間について、申立人は、

Ｃ社に係る厚生年金保険の被保険者であることが確認できるなど、申立人の主

張と一致しない。 

また、Ａ事業所の元従業員の証言から、申立人は、同事業所に係る厚生年金

保険被保険者資格を取得した昭和 28年 11月１日以前から、同事業所において

勤務していたことは推認できるものの、同事業所が厚生年金保険の適用事業所

となったのは、申立人の被保険者資格取得日と同日の 28 年 11 月１日であり、

申立期間①及び②は、同事業所が厚生年金保険の適用事業所となる前の期間で

ある。 

さらに、Ａ事業所は、「申立人に係る資料を探したものの、当事業所が保管

している一番古い名簿は昭和 47 年４月に更新されたものであり、当該名簿に

は申立人の氏名はなく、申立人の勤務実態及び社会保険の加入状況については



 

不明である。」と回答している上、申立期間当時の同事業所の事業主及び社会

保険事務担当者はいずれも既に死亡していることから、申立人の勤務実態及び

厚生年金保険の加入状況について確認できない。 

一方、申立期間①については、Ｃ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名

簿によると、申立人は同社において昭和 20年４月３日に資格取得し、21年１

月 25 日に資格喪失後、22 年７月 25 日に再度、同資格を取得しており、申立

期間①に係る被保険者記録が無いところ、当該記録は、オンライン記録及び申

立人に係る旧台帳の記録と一致しており、記録に不自然な点は見当たらない上、

２回目に資格取得した際の被保険者記号番号は、１回目の同記号番号とは別番

号である。 

また、申立人に係る旧台帳には、申立人のＣ社における資格喪失日（昭和

21 年１月 25 日）の喪失原因欄に、「事業縮小」の押印が確認できるところ、

申立人自身も、「事業所から退職勧奨を受けたような記憶がある。」と供述して

いる上、申立人と同様、20年４月にＣ社で資格取得した 20人（申立人を含む。）

全員が、申立人と同じ 21年１月 25日に資格喪失していることが確認できるこ

とから、申立人が同日に同社をいったん退職していることがうかがえる。 

なお、当該 20人のうち申立人を除く 19人は、既に死亡又は連絡先不明のた

め、当時の状況を確認することができない。 

申立期間②について、申立人と同様、Ａ事業所が厚生年金保険の適用事業所

となった日（昭和 28年 11月１日）と同日に、同事業所において被保険者資格

を取得した者は 56人確認でき、このうち連絡先の判明した 10人に照会したと

ころ、７人から回答があり、このうちの一人は、「27年７月に同事業所に就職

した時に健康保険証はなく、しばらくしてから健康保険証をもらった。」と証

言しており、別の二人は、「社会保険に加入する前には保険料は控除されてい

なかったと思う。」と証言している 

このほか、申立人の申立期間①及び②に係る厚生年金保険料の控除について

確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険の被保険者として、申立期間①及び②に係る厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできな

い。 

 



 

兵庫厚生年金 事案 2246 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和５年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 19年４月１日から 20年６月中旬まで 

私は、Ａ学校の３年生となった昭和 19 年４月１日から、軍に入隊する前

の 20年６月中旬まで、Ｂ市にあったＣ社でＤ業務を行う部署で働いていた。 

給料が支給されていたので、その勤務期間を厚生年金保険の被保険者期間

として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、「昭和 19年４月１日から、軍に入隊する前の 20年６月中旬まで、

Ｂ市にあったＣ社でＤ業務を行う部署で勤務していた。」と主張している。 

しかし、Ｃ社に係る健康保険労働者年金保険被保険者名簿（以下「被保険者

名簿」という。）によると、申立人は昭和 19 年８月 16日に健康保険の被保険

者資格を取得し、20年９月 19日に同資格を喪失していることが確認できるも

のの、労働者年金保険の記号番号が記載されていないことが確認できる。 

なお、当該被保険者名簿の申立人の備考欄に「学徒」との記載が確認できる

ことから、申立人が当該期間において、勤労動員学徒として勤務していたこと

が認められる。 

また、Ｃ社に係る被保険者名簿において、申立人と同日に、勤労動員学徒と

して被保険者資格を取得している者が申立人を含め 15 人確認できるところ、

当該 15 人全員が、健康保険番号は記載されているものの、労働者年金保険の

記号番号は記載されていないことが確認できる上、そのうち、オンライン記録

が確認できた８人は、いずれも同社に係る厚生年金保険の被保険者記録が無い。 

さらに、Ｃ社は既に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっている上、上記

の 15 人のうち、連絡先の判明した二人に照会したところ、回答のあった一人

は、「勤労動員学徒だったので、私も厚生年金保険の加入記録は無い。」と供



 

述している。 

なお、学徒の勤労動員が通年化された後の昭和 19 年５月には、勤労動員学

徒は、労働者年金保険の被保険者には該当しない旨が労働者年金法施行令（昭

和 16 年勅令第 1250 号）第 10 条第３号及び厚生省告示第 50 号（昭和 19 年５

月 29日）により、明文化されている。 

このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料、周辺事情は見当たらな

い。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 



 

兵庫厚生年金 事案 2247 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：   

    生 年 月 日 ： 昭和２年生 

    住 所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 18年４月から 19年３月 20日まで 

             ② 昭和 22年９月から 23年６月１日まで             

昭和 18 年３月に旧制中学校卒業後、すぐにＡ社に就職し、19 年 10 月に

軍に入隊するため退社したが、復員後の 22 年９月から同社に再入社した。 

平成 21 年に年金の裁定請求を申し出た際に、申立期間①及び②の年金記

録が確認できないと言われた。何の資料も持っていないが、Ｂ事業所に奉職

する際の履歴書がある。この履歴書どおりなので年金記録を訂正してもらい

たい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、申立人は、「昭和 18 年４月に採用され、19 年 10 月

31日まで継続して勤務した。」と主張しているところ、元同僚の二人は、「申

立人は、18 年４月から勤務していた。」と証言していることから、申立人が

申立期間①において、Ａ社に勤務していたことは推認できる。 

しかしながら、当該事業所は、既に廃業しており、商業登記簿謄本により確

認できる元役員はいずれも連絡先不明である上、元同僚の証言により把握でき

た申立期間当時の事務担当者であったと思われる元従業員二人のうち、一人は

被保険者名簿に記録がなく、残りの一人は連絡先不明のため、申立人の申立期

間①及び②における厚生年金保険の加入状況及び保険料控除について確認す

ることができない。 

また、上記の申立人を記憶している元同僚二人から聴取しても、申立人の申

立期間①当時の厚生年金保険の加入状況及び保険料控除に関する証言を得る

ことができない。 

申立期間②について、申立人は、「復員後の昭和 22 年９月から同社に再入



 

社し、24年７月 30日まで継続して勤務した。」と主張しているところ、申立

人が保管する「退職金計算表」（Ａ社の社名入り便せんにより作成）によると、

申立人の入社年月日は 22 年９月７日、退職日は 24 年７月 30 日と記載されて

いることから、申立人が申立期間②において、Ａ社に勤務していたことは推認

できる。 

また、当該事業所は、既に廃業しており、商業登記簿謄本により確認できる

元役員はいずれも連絡先不明である上、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保

険者名簿により被保険者記録の確認できる元従業員のうち、連絡先の判明した

５人に照会したところ、３人から回答が得られたが、そのうちの二人は申立人

を記憶しておらず、残りの一人は、「申立人は先輩だったと思う。」と供述し

ているものの、厚生年金保険の加入状況及び保険料控除に関する証言を得るこ

とができない。 

このほか、申立人が申立期間①及び②において、厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを確認できる関連資料及び周辺事情は見当

たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

 



 

兵庫厚生年金 事案 2248（事案 31の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、船員保険被保険者として船員保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和４年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 19年 10月１日から 20 年４月１日まで 

私は、昭和 19 年 10 月から 21 年８月ごろまでＡ社のＢ丸にＣ職見習とし

て乗船していた。同乗していた船員は 20 人弱であり、そのうちの二人の氏

名を記憶している。また、船員保険制度は 15 年から存在していたのに、私

の船員保険記録が 20年４月１日からなのは納得できない。 

調査の上、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る申立てについては、ⅰ）申立人が一緒に乗船していたとして

いる申立人の兄及び同僚についても、申立期間に係る船員保険被保険者記録は

確認できないこと、ⅱ）船舶所有者であるＤ社は既に適用事業所でなくなって

いるため、当時の資料を確認することができないこと、ⅲ）申立人が申立期間

に係る船員保険料を事業主により給与から控除されていたことを推認できる

給与明細書等の資料は無いことを理由として、当委員会の決定に基づき、年金

記録の訂正のあっせんは行わないとの判断を行った旨、平成 20年３月 25日付

けで通知が行われている。 

今回、申立人は、船員保険制度の施行時期（昭和 15 年）及びＢ丸の乗組員

数を主張して、再申立てを行っている。 

しかしながら、ⅰ）Ｂ丸に係る船員保険被保険者名簿において、氏名の記載

があり、かつ、所在が確認できた一人に申立人の船員保険の加入状況について

照会し、回答があったものの、申立人が申立期間において船員保険に加入して

いたことを裏付ける証言や証拠は得られないこと、ⅱ）当時のＢ丸の乗組員数

について、申立人は 20人弱、上記元乗組員は 24人としているところ、上記の

被保険者名簿において、氏名の記載がある者は 12 人であり、申立人、申立人



 

の兄及び申立人が記憶している元同僚の氏名の記載は確認できないことから、

申立期間当時、当該事業所では、必ずしも乗船者のすべてについて船員保険に

加入させる取扱いではなかったことがうかがえる。 

また、船員保険法が施行されたのは、昭和 15 年６月１日であるものの、申

立人、申立人の兄及び申立人が記憶している元同僚が船員保険の被保険者資格

を取得した 20 年４月１日は、改正された同法の施行日であることから、申立

人は、同法改正により船員保険の被保険者の適用範囲が拡大したことをきっか

けとして、事業主が船員保険の被保険者資格の取得手続を行った可能性がうか

がえる。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断する

と、今回の申立人の主張は、委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情とは

認められず、そのほかに委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情は見当た

らないことから、申立人が船員保険被保険者として、申立期間に係る船員保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 



 

兵庫厚生年金 事案 2249 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 13年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 29年４月１日から 32年９月６日まで 

平成 20 年ごろ、社会保険事務所（当時）で、年金記録を確認した際に脱

退手当金を受給したことになっていることを初めて知ったが、もらった記憶

が無いので調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間の脱退手当金は、支給額に計算上の誤りは無く、申立期間に係る厚

生年金保険被保険者資格喪失日から約３か月後の昭和 32 年 12月 16 日に支給

決定されているほか、申立人の厚生年金保険被保険者台帳には、脱退手当金が

支給されたことが記載されているなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえ

ない。 

また、申立人の、Ａ社における厚生年金保険被保険者資格取得日である昭和

29 年４月１日より約３年前までの期間（昭和 26 年１月１日から 29 年４月１

日までの期間）に同資格を取得し、申立人が同資格を喪失した昭和 32 年９月

６日前後の約３年間に同事業所を退職した従業員で、脱退手当金の受給要件を

満たし、かつ、生存及び住所の確認ができる 20 人（申立人を含む。）のうち、

19 人が脱退手当金を受給しており、19 人全員が資格喪失日からおおよそ６か

月以内に受給していることが確認できる上、当該 19 人に照会したところ、回

答があった 11人のうち６人は「脱退手当金の手続は会社がした。」と回答して

いることを踏まえると、事業主による代理請求がなされた可能性が高いものと

考えられる。 

さらに、申立人の脱退手当金は通算年金制度創設前に支給決定されており、

申立期間の事業所を退職後、昭和 39 年１月まで厚生年金保険への加入歴が無

い申立人が脱退手当金を受給することに不自然さはうかがえない上、申立人か

ら聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手当金を受給していない

ことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期

間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



 

兵庫厚生年金 事案 2250 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 40年９月６日から 42年 10月 20日まで 

 私は、Ａ市の商店街にあったＢ社Ｃ店に勤務し、社長は「Ｄ」であった。

給料から厚生年金保険料が引かれていたことは覚えており、病院にかかると

きに医療費の１割を払っていた。同社に勤務していた時の厚生年金保険被保

険者記録が無いので調査して明確にしていただきたい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間当時の勤務状況について詳細に記憶していること、申立

人が記憶する元従業員の氏名が、Ｂ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名

簿において確認できること、及び同社の元従業員一人が、「申立人の名前を聞

いたことがあるような気がする。」と証言していることなどから、勤務期間は

特定できないものの、申立人が同社に勤務していたことは推認できる。 

しかしながら、Ｂ社が厚生年金保険の適用事業所となったのは、昭和 41 年

８月 23日であり、申立期間のうち、40年９月６日から 41年８月 22日までの

期間については、同社が適用事業所となる前の期間である。 

また、Ｂ社は、既に適用事業所ではなくなっており、同社の元事業主及び元

事務長も既に死亡しているため、申立人の厚生年金保険の加入状況及び保険料

控除について確認することができない上、申立期間当時に事務を担当していた

とする元従業員は、「社会保険に加入していない人もいたと思う。」と証言して

おり、申立人が記憶する元従業員のうち３人についても、同社に係る被保険者

記録が無い。 

一方、申立人は、「Ｃ店に入社した当時、社長は女性だったが、途中で交代

した。」と主張しているところ、元従業員によると、「私は、昭和 38 年から

40 年ころまでの期間、及び 41 年３月から 42 年３月までの期間の２回、Ｃ店



 

で働いたが、２回目に勤務していたときに、会社名がＢ社になった。」と証言

している上、Ｂ社に係る商業登記簿謄本によると、同社は 41年４月 23日にＥ

市からＣ店の所在地であるＡ市に本店を移転し、同社の代表取締役は、申立人

が記憶する事業主の氏名と一致することが確認できることから、Ｃ店の経営者

が、申立期間の途中で交代したことがうかがえるところ、オンライン記録によ

ると、Ｃ店が厚生年金保険の適用事業所であったことは確認できない上、申立

人は、Ｃ店の社長であったとする女性の名前を記憶しておらず、当時の状況を

確認することができない。 

また、上記の元従業員は、「私がＣ店に１回目に勤務していた昭和 38年から

40年ごろは社会保険は無く、２回目勤務の 41年３月から勤務して半年くらい

してから社会保険に加入した。加入していない時には保険料の控除は無かっ

た。」と証言している。 

さらに、申立人は、「申立期間当時、Ａ病院で夜間診療を受けた。」と主張し

ており、同病院は、「当時、夜間診療があったと思われる。」と回答しているも

のの、申立人は「当時、医療費の本人負担は１割だった。」と主張していると

ころ、政府管掌健康保険において、本人の自己負担が１割となったのは、59

年 10月からであり、申立期間当時は、初診の際に 100円以内（ただし 42年９

月以降は 200円）であったことから、申立人の記憶と一致しない。 

このほか、申立人が申立期間において、厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたことを確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたものと認めることはできない。 

 



 

兵庫厚生年金 事案 2251 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和７年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 27年３月 10日から 28 年７月 16日まで 

私は、昭和 27 年３月にＡ社に入社したが、入社当初の厚生年金保険被保

険者記録が欠落していることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、「昭和 27年３月 10日からＡ社に勤務していた。」と主張してい

るところ、同社の元従業員の証言により、期間は特定できないものの、申立人

が同社に勤務していたことは推認できる。 

しかしながら、Ａ社は、既に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっている

上、同社の元役員等から回答を得ることができず、当時の保険料控除等につい

て確認することができない。 

また、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿により、申立期間に被

保険者資格を有する元従業員６人を把握し聞き取りを行ったところ、そのうち

の一人は申立人を記憶しておらず、残る５人からは申立人を記憶している旨の

証言は得られたものの、申立人の勤務期間を特定する証言は得られない。 

さらに、上記の元従業員５人のうちの１人は、「私は昭和 25 年４月に入社

したが、私の厚生年金保険の記録は 26年１月 15日からとなっている。その当

時は入社してすぐ正社員ということではなく、徒弟制度のような下働きをしな

がら先輩から仕事を学ぶ期間があり、臨時社員だったのだと思う。」と証言し

ている上、オンライン記録によると、申立人を記憶していると証言する他の４

人も、それぞれが記憶する入社日より、２か月から２年ぐらい遅れて被保険者

資格を取得していることが確認できる。 

これらのことから判断すると、Ａ社は、従業員を入社と同時に厚生年金保険

に加入させる取扱いではなく、相当期間経過後に加入させていたと考えられる。 



 

このほか、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを示す関連資料は無く、ほかに申立人が申立期間に係る厚

生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことをうかがわせる周

辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 



 

兵庫厚生年金 事案 2252 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 21年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 38年４月から 39年１月１日まで 

             ② 昭和 41年 12月 26日から 45年２月まで 

             ③ 昭和 46年１月 21日から 47年２月１日まで 

             ④ 昭和 49年９月 26日から 50年 12月まで 

    私は、昭和 38年４月から 45年２月まではＡ社に、同年３月から 50 年 12

月まではＢ社に勤めていたので、申立期間すべてを厚生年金保険の被保険者

期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①及び②について、申立人は、「昭和 38年４月から 45年２月ま

でＡ社で勤務していた。」と主張しているところ、元従業員二人が「同社が

株式会社になった時（商業登記簿によると、同社が法人登記されたのは 42

年 10月）、申立人は勤務していた。」、「申立人は 45年２月まで勤務して

いた。」とそれぞれ証言していることから、同社における申立人の勤務期間

は特定できないものの、申立期間②のころ、申立人が同社に勤務していたこ

とは推認できる。 

    しかしながら、Ａ社が厚生年金保険の適用事業所になったのは、申立人が

同社において、被保険者資格を取得した日と同日の昭和 39 年１月１日であ

り、申立期間①は同社が厚生年金保険の適用事業所となる前の期間である。 

    また、申立期間①及び②において、給料計算や社会保険の手続等の事務を

担当していたとされる元事業主は既に死亡しているため、申立人の当該期間

当時の厚生年金保険の加入及び保険料控除の状況を確認することができな

い。 

さらに、Ａ社が保管する健康保険厚生年金保険被保険者資格喪失届による

と、申立人の資格喪失日は昭和 41 年 12月 26 日であることが確認でき、同

社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿（以下「被保険者名簿」という。）



 

及びオンライン記録と一致する上、当該被保険者名簿によると、申立人は健

康保険証を返納していることが確認できる。 

 加えて、上記の元従業員のうちの一人は、「私はＡ社に継続して勤務して

いたにもかかわらず、厚生年金保険の記録が無い期間がある。」と証言して

おり、同社では、従業員のすべての勤務期間について厚生年金保険に加入さ

せていたわけではなかったことがうかがえる。 

２ 申立期間③及び④について、申立人は、「昭和 45 年３月から 50年 12 月

までＢ社で勤務していた。」と主張しているところ、当該期間に被保険者資

格を有する元従業員二人の証言から、勤務期間は特定できないものの、申立

人が当該期間ごろに同社に勤務していたことは推認できる。 

しかしながら、元従業員のうちの一人は、「申立人は、申立人の弟と一緒

に退職した。」と証言しているところ、Ｂ社に係る被保険者名簿によると、

申立人の弟の同社における被保険者資格の喪失日は、申立人と同じ昭和 49

年９月 26日であることが確認できる。 

また、雇用保険の記録によると、申立人は昭和 49 年７月１日から同年９

月 25 日までＢ社に係る被保険者資格は確認できるものの、申立期間③及び

④において被保険者であったことは確認できない。 

さらに、元従業員の一人は、「申立人は、Ｂ社に在籍していたものの、途

中からは、会社の設備を使って、歩合制の仕事をしていた。」と証言してい

る上、申立期間③及び④当時の事務担当者は、「当時のことは覚えていない

が、厚生年金保険の記録が無いなら、一度退職したのだと思う。申立人が一

度辞めて戻ってきたような記憶もある。健康保険証を返した記録になってい

るなら、厚生年金保険料を給料から控除するはずはない。」と証言している。 

加えて、Ｂ社に係る被保険者名簿によると、申立人は、申立期間③の始期

である昭和 46年１月 21日に被保険者資格を喪失後、健康保険証を返納して

おり、再度、47年２月 1日に同資格を取得し、49年９月 26日に同資格を喪

失後も、健康保険証を返納していることが確認できる。 

３ このほか、申立人が、申立期間①から④までの期間において厚生年金保険

に加入していた可能性のある事業所として、名称を挙げた事業所（５事業所）

のうち、適用事業所であったことが確認できた２事業所に係る被保険者名簿

を確認しても申立人の氏名（当時、使用していたと考えられる通称名を含

む。）は見当たらない上、申立人が当該期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことをうかがわせる関連資料及び周辺事情

は見当たらない。 

 これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間①から④までに係

る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたものと認めるこ

とはできない。 


